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練馬区障害者計画・第四期障害福祉計画（素案）に対する意見等について 

 

 

１ 意見の募集等について 

 ⑴ 区民意見反映制度 

ア 周知方法    平成 27 年２月１日  ねりま区報、区ホームページに掲載 

イ 意見募集期間  平成 27 年２月１日から２月 20 日 

 ⑵ 素案説明会（全４回開催） 

開 催 日 会   場 参加者数 

２月 ７日（土） 14:00－16:00 光が丘区民ホール １９人 

 ２月 12 日（木） 10:00－12:00 勤労福祉会館 １３人 

２月 13 日（金） 18:30－20:30 関区民ホール ３人 

２月 16 日（月） 10:00－12:00 区役所・交流会場 ３３人 

                                 計 ６８人 

 

 

 

２ 区民意見反映制度および素案説明会での意見   計 １２９件 

⑴ 基本理念、計画の構成等 １２件 

⑵ 重点施策 ２４件 

⑶ 分野別施策 

 ① ケアマネジメント体制の強化 ６件 

 ② 暮らしを支える介護・援助の充実 １０件 

 ③ 住まいの場の拡充 １２件 

 ④ 障害児支援の充実 ９件 

 ⑤ 障害者の就労を推進 ７件 

 ⑥ 社会参加の促進 １０件 

 ⑦ 権利擁護の推進 １０件 

 ⑧ 安全・安心な暮らしの支援 ６件 

 ⑨ 保健・医療体制の充実 ８件 

⑷ 第四期障害福祉計画 ８件 

⑸ 計画の推進のために ５件 

⑹ その他 ２件 
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３ 意見に対する対応 

 区 分 内  容 件 数 

◎ 計画に反映 
「素案」から「案」に変更する際に、計画

に意見を反映したもの 
１件 

○ 計画の説明 
「素案」に趣旨・内容が記載済みであり、

その内容を説明したもの 
７１件 

□ 既に実施 
既に事業を実施しているもの、または他計

画で記載されているもの 
２３件 

△ 今後検討 今後検討を行うもの ９件 

― その他 
対応が困難なもの、または他計画で対応す

るもの 
２５件 
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４ 区民意見とそれに対する区の回答または見解 

 ⑴ 基本理念、計画の構成等 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

1 

 区の上位計画であるビジョンに対応

した計画の作りになっている。今回の

障害者計画は、今まで以上に具体的

に踏み込んだ内容、文言で作られて

おり、逃げない区の姿勢を評価した

い。 

 次期障害者計画は、ビジョンとの整

合を図り、できる限り具体的に読みや

すい内容となるよう心掛けて策定しま

した。 

 記載の施策や事業の実現に向け、

取り組んでいきます。 

○ 

２ 

 計画策定の視点について、あんし

ん、いきがい、つながり、の３つを掲げ

ていることを評価したい。しかし、「いき

がい」の定義について違和感がある。

「ケアマネジメント体制の強化」の中

に、「いきがい」をどのように埋め込む

か、しっかりとサービス等利用計画を

立てるときからインプットして欲しい。

「あんしん」した暮らしだけではなく、

「いきがい」を持てる暮らしを入れてほ

しい。 

 「いきがい」は、障害者福祉施策の

大切な視点であり、施策１「ケアマネジ

メント体制の強化」の「めざす方向」の

中に書き加えます。 

◎ 

３ 

 10 ページにある自立の説明で、「そ

の存在が社会を成熟させる力となるこ

と」とはどういうことか。社会を成熟させ

ることができない障害者を排他してい

る印象が強い。 

 障害者計画懇談会において「障害

者の存在が、社会の豊かさや成熟し

たものを生み出していく」という思いを

込めて、平成 19年度から練馬区障害

者計画に掲載している考え方です。 

 障害のある方を排他しているもので

はありません。 

○ 

４ 

 精神障害者の需要予測は、精神障

害者保健福祉手帳所持者数か、自立

支援医療利用者数か、どちらの数字

に基づいて見込んでいるのか。 

 需要予測は、精神障害者保健福祉

手帳所持者数と自立支援医療利用

者数の両方に基づき行っています。

現状のサービスの利用状況等を勘案

して、必要な調整を加えています。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

５ 

障害者数およびニーズ・需要予測

が低すぎる。国全体の数字では、精

神障害者保健福祉手帳所持者が約

50 万人に対し、精神障害者全体の数

は 323 万人となっている。人口比で推

計すると、区内の精神障害者は 3万

人強となる。 

 精神障害者保健福祉手帳所持者数

および自立支援医療受給者数を基礎

数字として障害者計画を策定すること

は、妥当なことと考えます。 

 手帳所持や医療受給していない方

であっても、必要な福祉や保健等の

支援を行います。 

○ 

６ 
 障害者基礎調査の対象として、難病

の方もしっかり調査してほしい。 

 平成 25 年 12 月実施の障害者基礎

調査では、難病患者 600 名を対象に

調査を行い、生活状況等の調査結果

を報告書にまとめています。 

□ 

７ 

障害者は自立しなければならない

という印象が強く、また、自立した地域

生活の支援が不十分ではないか。 

 自立の定義を、単なる経済的な自

立などではなく、自分らしく生きること

と広く捉えています。そのための支援

を、相談や障害福祉サービスの充実

などを通して取り組んでいきます。 

○ 

８ 

「障害者差別解消法」では、社会的

障壁の除去の実施について、必要か

つ合理的な配慮をしなければならな

いものとされている。練馬区障害者計

画・第四期障害福祉計画は、同法の

理念である障がい者が積極的に参

加・貢献していくことができるインクル

ーシブ社会構築のための計画である

ことを求める。 

 地域に暮らすすべての人が、いきい

きと生活できる社会の実現をめざし、

次期障害者計画を策定することとしま

した。 

○ 

９ 

 各種データについては、障害別で

示してほしい。障害者虐待防止法施

行後の各障害別の虐待事例・データ

を出してほしい。 

 次期障害者計画は、できる限り簡潔

に記載する方針で策定しています。 

 このため、掲載するデータも主なも

のに絞っています。  

○ 

１０ 

 計画策定の視点の「いきがい」を「き

ぼう」という表現にした方が、未来に向

かって生きることを肯定するという意味

でよりよいと感じた。 

 「きぼう」も大切な視点と考えます

が、各施策の横軸となる視点としては

「あんしん」「いきがい」「つながり」が最

もふさわしいと考えます。 

― 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１１ 

 次期障害者計画の内容は、示され

た内容で良いと考えるが、今後は、障

害福祉サービスと介護保険とを合わ

せたサービス提供を行っていく必要が

あるのではないか。 

 障害のある方自身や家族の高齢化

を課題ととらえ、住まいの場の拡充な

どの施策を次期障害者計画において

取り組むこととしました。また、ケアマ

ネジメント体制を強化し、介護保険サ

ービス利用への円滑な移行等にも取

り組みます。 

○ 

１２ 

 聴覚障害者同士による老々介護が

増えてきており、老後の不安を抱えて

いる聴覚障害者が大勢いる現状を打

破してほしい。 

○ 

 

⑵ 重点施策 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１３ 

 ケアマネジメント体制の強化は、民

間の計画相談支援事業所数だけでな

く、面的な配慮も必要である。現状の

事業所空白地域を示し、それに対し

てどのように拡充を図っていくのかを

示すべきである。 

 ケアマネジメント体制の強化は、量

的な整備とともに相談支援のスキルア

ップを図る取組など、質的な向上も進

めていきます。現在、事業所の地域的

な偏りはありませんが、増設にあたり地

域バランスに配慮していきます。 

○ 

１４ 

 訪問支援事業の充実が素案に盛り

込まれたことを高く評価する。良質な

人材を確保し発展的に取り組んでほ

しい。 

新たに精神保健福祉士の資格を持

つ「地域精神保健相談員」を配置し、

福祉的支援を充実させます。医師、保

健師とともに多職種チームによる訪問

支援を行います。 

○ 

１５ 

 保健相談所の「地域精神保健相談

員」の配置について、人数や仕事内

容を教えてほしい。また、今後はどうな

るのか。（同様意見他１件） 

 平成 27 年度は、豊玉（光が丘、北、

豊玉管内を対象）と石神井（石神井、

大泉、関管内を対象）の保健相談所

に各 1名配置する予定です。 

 仕事内容は、医療や障害福祉サー

ビスを受けていない方への訪問支援

が中心ですが、専門性を活かし、保健

相談所内での精神障害者への相談

や、ケース検討会での活用を考えて

います。 今後の配置等は、その実績

や効果を見ながら検討します。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１６ 

 保健相談所に配置する「地域精神

保健相談員」は精神障害と聴覚障害

の重複障害者がいることを理解の上、

きちんと対応できるようにしてほしい。 

「地域精神保健相談員」は、精神保

健福祉の専門職として精神障害者の

地域生活継続を支援します。重複障

害者に対しても適切な方法で意思疎

通を図っていきます。 

○ 

１７ 
 重点施策に重症児者への支援が加

わり感謝する。（同様意見他３件） 

 重症心身障害児（者）の家族の介護

負担の軽減を、重点施策の一つに位

置付けました。 

○ 

１８ 

 医療的ケアが必要な在宅で暮らす

子ども達は、一時たりとも目が離すこと

ができず、親は気持ちの面でも追い込

まれた状況で生活している。 

 ほんの１～２時間でも、看護師さんに

預けることで、安心した日常が送れ、

その後の長い子育ても安心安全に進

むと思われる。一日も早い実施を期待

する。 

 重症心身障害児(者)在宅レスパイト

事業を実施するにあたり、訪問看護事

業者等の関係者との協議・調整など

必要な準備を進めます。平成 27 年度

中に事業を開始する予定です。 

○ 

１９ 

 「重度心身障害児（者）レスパイト事

業の実施」に「一定時間代替する」とあ

るが、具体的にどのぐらいの期間を考

えているのか教えてほしい。 

 重度心身障害児（者）レスパイト事業

の時間数については、1日4時間程度

（１時間単位で利用可能）、月 2 回を

上限として実施する予定です。 

○ 

２０ 

 区内に訪問看護ステーションが少な

い。区外・都外の事業所でも、レスパ

イト事業を利用できるよう、働きかけを

してほしい。（同様意見他 1件） 

 区内外を問わず、多くの事業所が区

と契約できるよう働きかけを行い、使い

やすい事業としていきます。 

○ 

２１ 

 重度障害者グループホームについ

て、どのような障害者に対応するグル

ープホームなのか。そのあり方や、希

望すれば全員入れるのか、費用はどう

なっているか。 

 対象者は、食事、入浴、排せつなど

に関して、介護が必要な障害支援区

分５～６程度の方を想定し、障害者基

礎調査結果や福祉園利用者の状況

等をもとに整備数を設定しました。 

 施設の内容等については、今後整

備計画の具体化に合わせて公表しま

す。費用は、他のグループホームと同

様に、食事等に係る経費や部屋代な

どが必要となります。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

２２ 

 福祉園の利用者は 330 余名ほどい

る。その数からすると、重度障害者グ

ループホームの整備が５年で 10 人は

あまりにも少ないのではないか。もっと

整備が必要である。（同様意見他 1

件） 

 重度障害者グループホームの整備

の必要性は認識しています。今後、整

備する中で検討していきます。 

△ 

２３ 

 精神障害者は理解がないと働いても

壊れやすく、アルバイト等は精神面で

急遽退職続きになる。不安な気持ちを

もっと理解してもらいたい。 

 就労支援にあたっては、全ての方に

対して障害状況を踏まえながら進め、

精神面にも配慮しながら行っていま

す。また、職場体験や就職する際には、

障害特性や雇用上の配慮点等を企業

側に伝えることで働きやすい環境づ

くりに努めています。引き続き、障害

のある方と企業の双方に必要な支援

を行います。 

□ 

２４ 

 就労の推進は「いきがい」の中心に

なる項目である。精神障害者が法定

雇用率の算定対象となることもあり、法

定雇用率の早期達成に向け取り組ん

でほしい。特に、精神障害者について

は、障害の状態が一定ではないため、

医療機関を利用している場合が多く、

就労支援に当たって医療機関と連携

をとって柔軟な勤務体制を敷くよう指

導してほしい。 

 就労の推進の目標設定は、就職場

所が区内・区外の多方面になることか

ら、雇用率でなく就職者の総数としま

した。法定雇用率に満たない企業に

対しては、雇用促進に向けた啓発事

業等に力を入れて取り組みます。 

また、障害特性を踏まえた支援を行

えるよう、レインボーワークが中心と

なり、関係機関の連携や働きやすい雇

用形態等の提案をしていきます。 

○ 

２５ 

 就労を推進するため、障害状況や

就労トレーニングの経験値、できること

やできないことなどの情報を集約し、

働きたい障害者の人材バンクのような

ものがあるといいのではないか。こうい

った情報があれば、障害者雇用を念

頭におく企業などにとって、雇用に踏

み出しやすい環境となるのではない

か。 

 レインボーワーク等の就労支援を行

う事業所では、就労希望者の状況等

を把握し適切な就職先の選択に活か

しています。その情報のさらなる活用

等については、いただいたご意見を

参考とさせていただきながら、検討し

ていきます。 

△ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

２６ 

就労支援が最優先課題になってい

るが、現在、障がい者の就労の場は

限られた場しかない。障がい者の能力

にマッチした働く場の創設を望む。 

障害のある方の従事する職場は

年々広がってきていますが、さらにそ

の適性や希望等に応じて働くことが

できるよう、拡充する必要がありま

す。企業への啓発等を通して、働く場

の拡充に取り組みます。 

○ 

２７ 

 工賃の増加は喫緊の課題で、数年

かける状況にない。 

 ビジネスモデルが問題なのであれ

ば、ココネリにビジネスサポートセンタ

ーがあり、専門家が大勢いる。施設の

売上を上げるための方策を多くの知

識で検討し、商店街等とも連携するこ

とも考慮する必要がある。本計画の最

優先課題と認識した。 

 工賃の増額は、これまでも自主生産

品の販路拡大などの取組を行ってき

ましたが、さらに取組を前進させるた

めに、共同受注体制作りを計画化した

ものです。いただいたご意見も参考と

させていただきながら、工賃の増額に

取り組んでいきます。 

○ 

２８ 

 今まで就労継続支援Ｂ型事業所等

の工賃が上がらない原因を検証し、分

析して共同受注窓口の設置を打ち出

したのだろうか。現場には忙しくなると

職員が対応しきれない実態もある。 

 現行の障害者計画期間に工賃増額

とならなかった要因として、受注単価

が低いことや繁忙期と閑散期の差が

激しいことなどの課題があげられま

す。この課題に対応し、安定的・効率

的な受注作業を行うための仕組みが

必要と考え、共同受注窓口を新しく設

置するものです。 

○ 

２９ 

 「共同受注」の具体的な内容を教え

て欲しい。就労継続支援Ｂ型事業所

等の工賃が低く、グループホームが整

備されたとしても、所得が足りず利用

できない実態もある。工賃アップは大

事な課題だと考えている。 

 レインボーワークに共同受注の窓口

を設置し、企業等からの発注の集約と

就労継続支援B型事業所等へ分配を

適宜行います。安定的・効率的な受

注作業を進めることで、工賃の増額に

取り組みます。 

○ 

３０ 

 区内で就労する障害者を雇用する

事業主への補助金が色々とあるが、

聴覚障害者の雇用も利用しやすいよ

うにしてほしい。 

 就労支援を行う際に、雇用主に対す

る助成金のご案内も合わせて行って

います。 

□ 
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 ⑶ 分野別施策 

① ケアマネジメント体制の強化 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

３１ 

 計画相談支援事業について、施設

事業所内に相談支援事業所を作るこ

とを認めることはいかがかと思う。 

 サービスを提供している側に、その

サービスを検証させて、果たして正し

いチェックが出来るのだろうか。 

 施設に併設の相談支援事業所であ

っても、実際にサービス等利用計画を

作成する「相談支援専門員」は、施設

運営とは分離し業務にあたっていま

す。また、区は適切な運営ができるよ

う、適宜事業者指導等行っています。 

□ 

３２ 

 「情報発信の充実」について、新着

情報が発生した場合、区報やその都

度のメール通知、ホームページ掲載

が必要で、ツイッターつぶやき件数に

意味がないのではないか。 

 「制度があるのを知らなかった」とい

うことがないよう、例えば生まれた時、

事故等で障害が発生した時、精神障

害と診断された時に、必要な情報が

届くようにすることが重要ではないか。 

 区ではこれまで、ねりま区報などでの

情報発信や各相談窓口などでの丁寧

な情報提供に努めてきました。 

 今後も、必要な情報が障害のある方

に届くよう、さまざまな手段により情報

発信を行います。その一つとして、区

公式ツイッターでの発信を充実しま

す。 

○ 

３３ 

 区公式ツイッター発信が、年 12 回

の目標というのは少なすぎるのではな

いか。区報発行タイミングに合わせて

月 3 回、年 36 回を目標とするのが妥

当と思われる。 

 現状（年４回）からすると、少ない回数

ではないと考えますが、必要な情報を

適宜発信できるように、取り組みます。 

○ 

３４ 

 障害者基礎調査の結果では、特に

新しくサービスの対象となった難病の

方等は、障害福祉サービスについて

知らない人が多かった。難病の方々

にもれなく福祉サービスが提供され、

福祉サービスの存在を知らない人に

適切な情報が届くような仕組みを作っ

てほしい。 

 必要なサービスを利用するために

も、情報発信が重要と考えます。各相

談窓口などでの丁寧な説明や、区ホ

ームページ、区公式ツイッターの活用

などのさまざまな方法により、情報発信

の充実に努めていきます。 

○ 

３５ 

 15 ページ「障害特性に応じ、わかり

やすい方法で情報提供を行う」とはど

ういうことか。 

 総合福祉事務所での手話通訳者に

よる相談対応や、各相談窓口におい

ても筆談などにより、情報提供を行い

ます。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

３６ 

情報発信の充実はニーズ調査の結

果からすれば、重点項目に入る課題

である。どんなサービスも、必要とする

人に情報が届かなければないと同じ

である。この対策は大きな問題なの

で、検討会等を作り本気で改革してい

く必要がある。 

 情報発信については、重要な項目と

考え充実に向けた取組が必要です。 

 障害者地域自立支援協議会を活用

するなど、実施方法等の検討を行いま

す。 

△ 

 

② 暮らしを支える介護・援助の充実 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

３７ 

 重度の障害者は、二次障害からくる

身体の変化が起こり、親だけでは対

応ができなくなってくる。 

 医療的ケア対応の施設が増え、親

子が安心して過ごせることを望む。 

 区ではこれまで、医療的ケアが必要

な重症心身障害者を区立福祉園等で

受入れ、日中活動の場の確保を進め

てきました。次期障害者計画では、重

症心身障害児(者)在宅レスパイト事業

を実施することで、家族の介護負担の

軽減を図り、合わせて障害の重い方や

家族への支援の充実に努めます。 

○ 

３８ 

 重度心身障害児（者）を持つ親は、

ギリギリのところで生活している。一日

でも良いからぐっすり眠りたいというの

が本音。レスパイトだけでなく、短期入

所事業所の整備や区内病院での預

け先の確保に取り組んでほしい。（同

様意見他 1件） 

 医療的ケアを要する重症心身障害

児（者）に対応可能な短期入所事業所

について、早急に整備することは困難

です。しかし、介護する家族の負担は

とても大きいと認識しているところであ

り、負担軽減を図るため、重症心身障

害者児(者）レスパイト事業を実施する

こととしました。 

― 

３９ 

 重度の障害者が利用できる短期入

所施設が少ないので、整備してほし

い。  

 短期入所事業の誘致を、次期障害

者計画で計画化しました。対象者につ

いては、今後整備を進める中で、事業

者等と協議を行っていきます。 

― 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

４０ 

 重症心身障害者通所事業を利用し

ている。医療的ケアが必要なため、通

所バスには親の同乗が求められてい

る。看護師の同乗等により、単独通所

が出来る区もある。練馬区も検討して

ほしい。 

 通所バスについては、職員体制の問

題だけでなく、ご本人が安心して通所

できるよう、ご家族にご協力いただいて

います。ご意見は受け止めて、今後検

討します。 

△ 

４１ 

 16 ページの「23 区の日中活動系サ

ービス定員」について、絶対数も重要

だが、本計画の対象となる障害者人

口比率を勘案しないと比較対象にな

らないのではないか。 

 「23 区の日中活動系サービス定員」

の表の掲載は、練馬区のサービス提

供基盤の整備状況を示すためのもの

で、他区と比較し分析等を加える主旨

のものではありません。サービスの必

要量等は、区民ニーズに基づき見込

んでいきます。 

○ 

４２ 

旧光７小跡に計画中の総合病院に

重症心身障害児（者）及び肢体不自

由児（者）が短期入所できる施設を併

設してほしい。また、医療ケアつきの

グループホーム（重症心身障害者、

肢体不自由者が入所）を併設してほ

しい。 

練馬光が丘病院の改築について

は、現病院の機能を引き継ぎ、または

拡充するものとなります。いただいたご

意見にある施設の併設は困難です

が、病院運営主体には、医療処置等

が必要な方への適切な対応について

お願いしていきます。 

― 

４３ 

だれもが安心して暮らすことができ

るよう必要な支援や仕組みを整備す

る中で、聴覚障害者向け緊急通報シ

ステムの整備を進めてほしい。 

緊急通報システムについては、現

在、区内在住で一人暮らしの１・２級の

身体障害者等の方で、日常生活に常

時注意が必要な方を対象としていま

す。聴覚障害のある方も上記の条件に

当てはまる場合は、当該サービスを利

用できます。 

― 

４４ 

 ＮＴＴ固定回線を引く必要がある福

祉電話の設置・料金助成は、ひかり電

話等も対象にしてほしい。 

福祉電話貸与事業の利用が必要な

方には、NTT 固定回線のご利用をご

案内しています。料金助成単独のご利

用の場合は、使用回線の指定はなく、

NTT 料金の相当額と、助成対象者が

実際に支出した額を比較し、低い方の

額を区の助成額としています。 

□ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

４５ 

 障害者ＩＴ支援ボランティア養成講

座の開催案内が区報で見当たらない

ことがあるので、区報等での周知を徹

底してほしい。 

 障害者ＩＴ支援ボランティア養成講座

の開催は、毎回、ねりま区報および区

ホームページでお知らせしています。

引き続き、周知に努めます。 

□ 

 

③ 住まいの場の拡充について 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

４６ 

 グループホームの待機者・需要見込

み等をどのように把握しているのか教

えてほしい。 

 グループホームの需要見込みにつ

いては、障害者基礎調査結果や通所

施設利用者の状況、総合福祉事務所

等での相談状況の調査等により行いま

した。 

○ 

４７ 

 高次脳機能障害者が入所できるグ

ループホームがない。今後のグルー

プホーム整備計画に障害種別ごとの

整備計画等、何か配慮があるか、教

えてほしい。  

 障害種別ごとに整備計画を立ててい

るものではありませんが、多様な障害

に対応できるよう事業者等への働きか

けを行います。 

 また、事業者向け研修会等を通し

て、多様な障害に対する理解を深める

取組を進めます。 

  

○ 

４８ 

知的障害者や精神障害者のグル

ープホームばかりではなく、社会で孤

立しがちな聴覚障害者のグループホ

ーム整備を進めてほしい。 

― 

４９ 

 地域での生活が困難な場合、安心

できるのは入所施設である。入所施

設の整備ができると良い。 （同様意

見他 1件） 

 入所施設の必要性についても認識し

ているところですが、新たに整備するこ

とは困難な状況です。 

 第四期障害福祉計画では、施設入

所が必要な数を 430 人（平成 29 年度

末）と見込んでいます。 

― 

５０ 

 現在、重度障害者に対応できるグル

ープホームは、どの程度あるのか教え

てほしい。 

 障害支援区分 5・6 の方を受け入れ

ている事業所は、若干数あります。 
○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

５１ 

 自分たちでグループホームの立ち

上げを考えている。長期的なことや緊

急時の対応を考えると、大きい施設の

バックアップが必要。色々な事を総合

的に相談できる場所があると良い。 

 障害者施策推進課に相談してくださ

い。 
□ 

５２ 

 グループホームは本来少人数の居

住形態であるべきであるのに、大型化

している。しかも、大型グループホー

ムは入所施設と比べ、支援員の数が

少ない。是非グループホームの大型

化は避けてほしい。 

 障害者総合支援法令等により、グル

ープホームの利用定員は、共同生活

住居（建物）ごとに 10名までとなってい

ます。この範囲において、事業者が施

設の規模や運営方針等により利用定

員を設定するもので、大型化が進むと

いうことはありません。 

○ 

５３ 
 グループホームの世話人には、何ら

かの資格を求めたい。 

 グループホームの世話人について

は、障害者総合支援法令等において

資格を求める規定はありません。 

  

― 

５４ 
グループホームの世話人の資質の

向上を図る必要がある。 

資質の向上については重要なこと

であり、引き続き、練馬障害福祉人材

育成・研修センターでの研修等を通し

て、取り組んでいきます。 

□ 

５５ 

 高齢で、かつ継続的に何らかの医

療的行為を必要とする障害者につい

て、人生の終末に向い、終の棲家が

問題化している。何らかの対応をお願

いしたい。 

 在宅生活の支援やグループホーム、

入所施設など、住まい方の多様な選

択肢の拡充に取り組みます。 

○ 

５６ 

住まいの確保はグループホームの

みの対応になっているが、障害者の

人数からしてどんなにグループホーム

を作っても対応できない。障害を理由

に民間賃貸住宅の入居を断られるこ

とがないような、サポートシステムが必

須である。対費用効果も高い。練馬区

独自のものを考え、他区に先駆けて

居住困難な方への対策を打ち出して

ほしい。 

 住まいの確保について、グループホ

ーム整備のみで進めるものではなく、

さまざまな方策で対応する必要があり

ます。 

 賃貸住宅等の入居希望者が円滑に

住居選びなどができるよう、暮らしの相

談支援の充実に取り組みます。 

○ 
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④ 障害児支援の充実 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

５７ 

 発達障害者は、一見健常者と見ら

れるので理解が得にくい。発達障害

者は二次障害も起きやすく、小学校

等で多動な子、衝動的に動いてしまう

子達に気になることがあったら、検査

を受けさせてほしい。 

 こども発達支援センターにおいて、

医師等専門職による発達に心配のあ

る児童の相談体制を整備しています。

保健相談所、学校、保育所等と連携し

て早期対応に努めています。 

□ 

５８ 

 21 ページ「障害理解の促進」では、

区民向けの講座の啓蒙活動に、もっ

と予算をかけてはどうか。練馬区は支

援制度が充実していること、人口が多

いので相対的にサービス量が多いこ

とを一般の方に知らせることで、寄付

や社会参加に繋がる可能性がある。  

 こども発達支援センターが持つ支援

のノウハウ等を活用し、障害の特徴や

支援への理解を進める取組を進めて

いきます。 

○ 

５９ 

  21 ページの「通園・通学に充実し

て欲しいこと」の表では、「長期休暇中

の取り組みの充実」が身体・知的障害

でともに１位である。このことは、家庭

内負荷があるようにも見て取れる。親

御さんのケアを充実する取り組みが効

果的ではないか。 

 障害のある方の家族の負担軽減を

図る短期入所事業を、区立しらゆり荘

および大泉つつじ荘において実施し

ています。 

 また、養育等に関する相談は、保健

相談所やこども発達支援センター等に

おいて実施しており、家族支援にも取

り組んでいます。 

□ 

６０ 

 放課後等デイサービスは、障害のあ

る子だけで過ごすものだが、学童クラ

ブであれば地域の中で健常児とふれ

あうことができる。放課後デイサービス

と学童クラブとの関係を伺いたい。 

 学童クラブは、保育に欠ける児童を

対象としています。 

 放課後等デイサービスは、障害のあ

る児童を対象とした療育を行う場所

で、障害特性に応じ、社会生活で必要

な訓練などを受けることができるサービ

スです。学童クラブは６年生までの利

用ですが、放課後等デイサービスは中

高校生まで通うことが可能で、大切な

活動の場となっています。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

６１ 

 放課後等デイサービスの利用が増

えていることについて、「共生社会」と

の関係をどう考えているのか。 

 放課後等デイサービスは、障害特性

に応じ、社会生活で必要な訓練などを

受けることができるサービスです。共生

社会の実現は、地域のさまざまな場所

で進めることが必要です。一例をあげ

ると、障害のある児童が移動支援事業

を利用しながら、地域の児童館等に出

かけ、活動に参加することなどを通じ

て、進めていくことが必要と考えます。 

○ 

６２ 

 児童デイサービスは民間委託が多

いと聞くが、そういった場合でも「療

育」といったことはできるのか。 

 放課後等デイサービスは、委託では

なく民間事業所が事業指定を受け、運

営を行っています。 

 適切な療育が行われるよう、こども発

達支援センターが中核となって研修会

等を実施しており、今後も、民間事業

所の支援力の向上に努めていきます。 

□ 

６３ 

 発達障害児は不登校になることが多

く、その場合、親子ともストレスが溜ま

り、トラブルが多発する。また、教育や

療育の環境が不足しているため、こど

も発達支援センターを西武池袋線沿

線に拡大してほしい。 

 発達障害児への支援は、家族への

支援を含め、保健や福祉、教育等の

分野が連携し取り組んでいく必要があ

り、その強化に努めていきます。 

 2 か所目のこども発達支援センター

の整備予定はありません。 

― 

６４ 

発達に問題のある児童の保護者か

らは、近隣の普通学級に入学できて

も、学校を変わるように求められるな

ど、普通学級で学習を継続することが

難しいと聞きます。ついては、就学に

際して、障がいの有無に関わらず、希

望する学校に通学できるように支援し

てほしい。インクルーシブ教育を進め

てほしい。 

 この計画書では、主に他計画で推進

する事業については、できる限り重複

を避けることとしています。ご意見は、

担当する部署に伝えます。 

 発達上の課題などのご相談は、こど

も発達支援センターで対応していま

す。 

― 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

６５ 

障がいの理解の促進にあたって

は、こども発達支援センター１か所で

の講演会の開催だけでなく、身近な

地域で学習会・講演会を開催し、障が

いに対する理解が深まるように取り組

んでほしい。 

 こども発達支援センターでは、独自

に行う講演会等の他、地域の団体が

行う講演会等への講師派遣を通じ、障

害理解の促進に取り組んでいます。 

□ 

 

⑤ 障害者の就労を推進    

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

６６ 

区内に手話でコミュニケーションで

きる作業所等が無いので、区外の作

業所等に通所している聴覚障害者が

いる。この場合も、レインボーワークの

就労支援を利用できるようにしてほし

い。 

 レインボーワークでは、聴覚障害者

の就労支援および職場定着支援を行

っています。手話通訳のできる就労支

援員の配置は困難ですが、筆談等に

より支援を行っています。 

 複雑な内容の相談等には、手話通

訳者派遣事業の活用なども行っていま

す。  

□ 

６７ 

レインボーワークの「職場定着支援

事業」を聴覚障害者も利用できるよう

に、聴覚障害当事者や手話通訳がで

きるジョブコーチをレインボーワーク等

に配置してほしい。 

― 

６８ 

 発達障害や高次脳機能障害の方

への就労支援の手法は確立されてい

る。確立されていないとする記載は、

勉強不足ではないか。 

発達障害や高次脳機能障害の方に

対し、各就労支援機関において支援に

取り組んでいるものの、その障害特性

等から課題も多く、支援の手法が確立

されているとは言えない状況があり

ます。それらの課題を整理し、就労支

援の推進に取り組みます。 

○ 

６９ 

聴覚障害者の就労意欲に対し、ハ

ローワーク任せにしないで十分応えて

ほしい。 

レインボーワークでは、聴覚障害の

ある方からの相談に対応し、ハローワ

ークとも連携しながら就労支援を行

っています。 

□ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

７０ 

障がい者と共に働いている企業等

に対し、障がい者とともに働くことが事

業効率や事業実績の低下につながら

ずに安定した経営が続けられ、ひい

ては就労定着となるような支援が必要

である。障害者雇用優良企業の認証

制度や、区や外郭団体の優先調達、

練馬の逸品のようなＰＲ活動など、企

業等を後押しする施策を作るべきで

ある。 

 障害者就労を推進するために、企業

等への支援は不可欠なものと考えま

す。このためレインボーワークでは、

企業等の障害者雇用への不安や負担

等を軽減するため、雇用環境などへの

助言や提案を行っています。 

 いただいたご意見なども参考とさ

せていただきながら、引き続き企業等

への支援を行っていきます。 

○ 

７１ 

区や外郭団体の優先調達の方針

が示されていない。障害者計画に区

の姿勢として明記するべきである。 

平成 27 年度から調達方針を設け、

区のホームページへの掲載を行うこ

とを予定しています。 

○ 

７２ 

作業所では、職員確保が難しいと

聞く。職員が働きやすい職場となるよ

う処遇改善など、事業所の実態把握

や支援を行ってほしい。 

作業所職員の処遇改善について

は、平成 27 年４月の障害福祉サービ

ス報酬改定において報酬上の上乗せ

が図られることになっています。 

また、「障害福祉サービス事業者連

絡会」への支援などを通し、事業所

の実情の把握などを行っています。 

□ 

 

⑥ 社会参加の促進 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

７３ 

 計画に手話通訳者の設置事業につ

いての記載がない。福祉事務所での

手話通訳者派遣日数等についての

今後の見通しを教えてほしい。 

 福祉事務所では月 2 回手話通訳を

設置しておりますが、利用状況を勘案

して、平成27年４月から光が丘福祉事

務所で設置回数を増やす予定です。 

○ 

７４ 

 増加している中途失聴・難聴者のニ

ーズに応えるべく、区内で要約筆記

講習会を開催してほしい。 

 要約筆記講座については、東京都

が実施する講座を案内しており、区内

で実施予定はありません。 

― 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

７５ 

 ５年後の東京パラリンピックで、区民

による金メダル獲得が実現できるよう、

直接選手の育成に取り組んでほし

い。５年間は若者にとって、人生を劇

的に変革する時間でもある。 

 都において、パラリンピック競技大会

に向け、障害者スポーツ選手の発掘

および競技力向上を目的とした事業を

開始予定です。区としては都と連携を

図りながら、障害者スポーツの振興に

努めていきます。 

― 

７６ 

 社会参加や活動促進に寄与するも

のの１つとして「ねりまっぷ」があるが、

東部版しか存在せず、また更新が不

明である。良いものだが、最終的には

更新されないために情報として利用さ

れなくなる。 

「やさしさ情報ねりまっぷ」は、高齢

者や障害のある方、小さなお子さん連

れの方が安心して外出ができるよう作

成しました。東部地区版は平成15年3

月に、西部地区版は平成 16年 3月に

まとめましたが、まちの様子が変わって

いることもあり、内容の見直しが必要と

なっています。今後、更新あるいは別

の情報提供の方法等について検討し

ます。 

△ 

７７ 

 25 ページの「希望する活動に参加

するために必要な支援」の表中では、

「活動についての情報が提供されるこ

と」が上位にあるにも関わらず、計画

では「情報提供の工夫」で終わってい

る。情報発信に関する計画が不足し

ている感は否めず、もう少し障害のあ

る方に情報提供してあげることを検討

すべきではないか。 

 障害のある方が希望する活動などに

参加できるよう、障害特性等に配慮し

た情報提供を進めます。 

○ 

７８ 

 「いきがい」は大切なことであるが、

障害者が参加できるイベントはないに

等しい。自閉症の体の大きな子どもに

なると、奇声を上げたり、ぶつかった

だけで泣かれてしまうこともあるため、

健常児と一緒に遊ぶことが難しく、親

は遠慮して行けなくなると聞く。家の

中では、「いきがい」を作ることはでき

ない。障害者対象の音楽イベント等

考え、心のこもった案にしてほしい。 

 「いきがい」のある暮らしは重要なこと

ととらえ、計画策定の視点の一つとしま

した。また、「施策６社会参加の促進」

において、外出の支援や活動の機会

の提供について盛り込んだところで

す。いただいたご意見も参考とさせて

いただきながら、「いきがい」のある暮ら

しや社会参加の促進に努めていきま

す。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

７９ 

 練馬駅近くにできたココネリに磁気

ループがついていない。聞こえにくい

方や補聴器を利用している人にとっ

て不便なので、つけてほしい。 

 ココネリの磁気ループの件は、所管

する部署にご要望として伝えます。 

 中村橋福祉ケアセンターには、貸し

出し用の磁気ループがあります。会議

室程度であれば有効活用できるので、

ココネリ等を利用するときに、必要があ

れば貸出をご活用ください。 

― 

８０ 

 移動に係る支援の内、精神障害者

に対する福祉タクシー券を､他の障害

者並に支給してほしい。 

心身障害者福祉タクシー券は、下

肢・体幹・移動・視覚・内部障害で身障

手帳１～３級または愛の手帳１・２度の

方を対象としており、精神障害者は対

象としていません。現状では福祉タク

シー券の支給は困難です。 

― 

８１ 

 意思疎通支援事業（要約筆記・手話

通訳）を高校生も使えると良い。高校

生にとっては、学校生活が生活の大

部分を占め、そこでの支援は生活支

援と言える。その支援が現在何もな

い。中学（義務教育）までは、教育委

員会にお願いできるが、高校はサポ

ートをお願いするところがないのが現

状である。 

 意思疎通支援事業は、障害のある方

の社会生活上の利便を図ることを目的

としています。学校生活における支援

は、学校において配慮されるべきもの

と考えます。 

― 

８２ 

 聴覚に障害がある方への情報提供

として、パソコン文字通訳という聞こえ

たものを全て文字にして表示する方

法がある。文字で育ってきた子どもた

ちには、要約されたものより、テレビニ

ュースのように聞こえたものを文字に

してくれるパソコン文字通訳が有効で

あり、ぜひ導入してほしい。 

 意思疎通支援の方法等について

は、いただいたご意見も参考とさせて

いただき、検討していきます。 

△ 
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⑦ 権利擁護の推進 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

８３ 

 障害があることで、いじめられたり、

就労に不利になることがある。障害へ

の理解促進が必要ではないか。 

 区民ひとりひとりが、障害についての

理解を深めていくための取組を、障害

のある方や障害者団体、支援者等の

ご協力をいただきながら、進めていき

ます。 

○ 

８４ 

 「障害理解の促進」について、社会

に対して「共生」「共助」の理解を促進

するため、地域や商店街と協力する

などの大規模で継続できる取組を考

案してほしい。企業側も受け入れるた

めのトレーニングが不足しているよう

に思える。 

 障害者施設等においては、地域の

町会や商店会等との交流を通じ、障害

理解に向け地道に取り組んでいます。 

 いただいたご意見も参考としながら、

障害理解の促進のため、さまざまな取

組方法等について検討・実施していき

ます。 

○ 

８５ 

 7 ページに記載の「差別や人権侵害

を感じることの有無」についての記載

で、「差別を受けていると感じている方

が一定程度いる」とある。「一定程度」

とはどういう意味か。 

 障害者基礎調査結果において、「差

別を感じる」とする回答は、障害種別に

よりばらつきなどがありました。また、感

じ方には個人差もあることから、一概に

差別を感じている方が「多い・少ない」

とは言えないことから、「一定程度」と記

載しました。 

○ 

８６ 

 差別を受けている状況か否か、障害

者自身が判断できない場合もある。も

っと具体的に、どういう差別を受けて

いるのか、踏み込んで調査する必要

がある。 

  障害者基礎調査は、全体的な傾向

を把握するものです。具体的な事例等

については、区民や障害者団体への

ヒアリング、障害者地域自立支援協議

会での協議などにおいて、把握に努め

ます。 

○ 

８７ 

 「障害理解の促進」が計画書に取り

上げられていることはよいことである

が、「施策７権利擁護の推進」だけで

はなく、「施策６社会参加の促進」に

おいても盛り込むべきではないか。 

 「障害理解の促進」は、どの施策にお

いても重要な視点であると考えます。

ただし、次期障害者計画では、できる

だけ重複した記載を避ける策定方針

から、「施策７権利擁護の推進」に記載

しました。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

８８ 

 障害者差別解消法第 17条に定め

る、「障害者差別解消支援地域協議

会」を設置してほしい。これにより､他

障害との格差及び障害を理由とする

差別の解消に大きく寄与する。 

 障害者差別解消法の平成２８年４月

施行に向け、必要な検討、準備を進

め、その中で協議会等のあり方を検討

します。 

△ 

８９ 

 障害者差別に関する条例制定を実

現してほしい。 

他の市町村の例では、障害のある

人もない人も共に安心して暮 らせる

社会づくり条例を目指している。 

 現在、障害者差別に関する条例に

ついて、制定の予定はありませんが、

区民の啓発等さまざまな方法により障

害者差別解消に向け取り組みます。 

― 

９０ 

２７ページ障害理解のための啓発

研修では、当事者・家族からの発言も

必ず入れ込んだプログラムにして頂き

たい。 

 啓発研修の内容は、当事者・家族な

どの意見も踏まえながら設定していき

ます。 

○ 

９１ 

 地域の理解も必要だが、福祉関係

者の利用者に対する権利擁護意識も

十分とは言えない。 

 苦情処理システム等の配慮はある

が、障害者側がそれを利用するには

大変な勇気がいるし、施設主導の第

三者評価では実効性が疑わしい。 

 整備された法制度の外で、利用者

側と事業者側のアンバランスな力関

係の中で、自己抑制を強いられてい

る利用者の存在があることに思いを致

してほしい。 

 施設利用等において、利用者やその

家族が不当な不利益を被らないよう、

社会福祉法人をはじめとする事業者

への指導等を行い適切な事業所運営

に向け取り組んでいます。  

 個別のご相談は、さまざまな相談窓

口がありますので、ぜひご活用くださ

い。 

□ 

９２ 

 新聞等で報道されているように、社

会福祉法人の「もうけ過ぎ」という状況

もあるようだ。区も施策を推し進めるに

当たっては、貴重な税金を使っている

のだから、時には毅然たる態度で、社

会福祉法人に対する指導・監督に当

たってほしい。 

□ 
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⑧ 安全・安心な暮らしの支援 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

９３ 

 障害者の災害時の避難場所につい

て、東日本大震災の時は、学校の体

育館を段ボールで区切って避難所に

していたが、障害者は一般の人から、

出て行ってほしいと言われ、障害者が

居づらい環境だったと聞く。練馬では

どう考えているか。 

 空いている体育館等を使うなど、障

害者専用の避難場所を作ってほし

い。そこで、月１～２回程度、避難所

生活の訓練できるようにした方が良

い。 

 障害のある方や高齢者などの災害時

に援護を要する方の避難施設として

は、既存の福祉施設を活用した対応

が有効と考え、福祉施設や特別支援

学校を福祉避難所として指定していま

す。今後、無線機を配置し、情報連絡

体制を強化していきます。 

○ 

９４ 

 登録制の災害時要援護者名簿では

限界があるので、行政の責任におい

て作成する「避難行動要支援者名

簿」による災害時要援護者対策を進

めてほしい。 

災害時要援護者名簿の未登録者に

対しては、引き続き登録に向けて勧奨

を行うとともに、未登録者で避難に支

援が必要な方については、被害甚大

地域を優先して区職員が中心となり安

否確認を行っていきます。 

― 

９５ 

 現状では各避難拠点で安否確認を

行える体制が整っていないので、総

合福祉事務所が中心になって安否確

認を行う体制を整備してほしい。 

行政だけで安否確認を行うことは困

難ですので、各避難拠点に集結した

民生・児童委員や区民防災組織等の

協力により名簿登録者の安否確認を

行う仕組みを構築しました。 

― 

９６ 
 ヘルプカードの啓発事業とはどのよ

うな内容なのか。 

障害のある方へのヘルプカードの

活用方法等の周知と、地域の方々へ

の障害理解の啓発を合わせて行うもの

です。「障害者フェスティバル」などの

区主催の行事を活用し、チラシ等の配

布や寸劇などを行っています。 

□ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

９７ 

 建物のユニバーサルデザインの推

進だけでなく、まちづくりの視点からも

ユニバーサルデザインを進めていくと

いう記述も必要ではないか。 

 この計画書では、主に他計画で推進

する事業については、できる限り重複

を避けることとしています。いただいた

ご意見は、福祉のまちづくり計画の範

疇となりますので、担当の部署に伝え

ます。 

 なお、点字ブロックや段差などは視

覚に障害のある方にとっては歩行時の

危険を回避する重要な設備でもあるた

め、直ちにそれが差別であるとの考え

はありません。共生社会の実現に向

け、さらなる相互理解が重要であると

考えます。 

□ 

９８ 

 車いす・高齢者・乳幼児等、誰でも

が円滑に移動できるようなまちづくりを

目指す必要がある。点字ブロックや段

差が支障・バリアになっている。視覚

障害者への対応策だからと言っても、

他人に悪影響があってはいけないし、

車イス利用者がスムーズに通行でき

なくてよいというのは、差別である。す

ぐには無理だろうが、一部でもスムー

ズに通行できるようにし、互いに分か

ち合うことが大切である。 

― 

⑨ 保健・医療体制の充実 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

９９ 

 保健相談所の相談は、障害特性を

踏まえ丁寧に行ってほしい。相談支

援の質の向上が必要ではないか。 

 新しく「地域精神保健相談員」を配置

する目的の一つとして、相談支援の質

の向上があります。増加している精神

疾患の方への対応について専門的な

知識を持ち、より適切に対応できるよう

取り組みます。 

○ 

１００ 
 精神障害者相談員について、人数

等はどう考えているか。 
 身体・知的障害者相談員に加え、新

たに精神障害者相談員を設置します。

身体・知的相談員の枠組みと整合を図

りながら、人数や実際の業務について

決めていきたいと考えています。 

○ 

１０１ 

 精神障害者相談員は公募で呼びか

け、研修やスーパーバイザーとの連

携など育成の取組、フォローアップな

どの対応をお願いしたい。 

― 

１０２ 

 精神障害者にも身体障害者、知的

障害者と同レベルの医療費助成をし

て頂きたい。福祉サービスについて

は、3 障害共通の仕組みが望ましいと

考える。 

心身障害者（児）医療費助成制度の

対象者拡大については、東京都の動

向を注視しつつ他区の動向も踏まえて

東京都に働きかけていきます。 

― 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１０３ 

自立支援医療（精神通院）制度を

利用していない精神疾患患者が、実

際にはたくさんいることを念頭におい

てほしい。 心身障害者医療助成しか

利用していない精神疾患患者にも必

要なサービスが行き渡るようにしてほ

しい。 

医療や障害福祉サービスを利用し

ていない方に対しても、相談支援や各

種制度の情報提供を充実していきま

す。 

○ 

１０４ 

 精神科病院に長期入院している精

神疾患を持っている聴覚障害者が、

地域で生活できるように支援してほし

い。 

精神科病院からの地域生活移行に

ついては、保健相談所、総合福祉事

務所、障害者地域生活支援センター

等の関係機関が連携し引き続き支援

していきます。 

○ 

１０５ 

 厚労省は「病棟転換型居住等施設」

を容認する方向を打ち出し、病院敷

地内に、グループホーム等を建設し、

そこでの居住をもって地域生活への

移行とする方向性を打ち出してい

る。区ではこれまで、障害者地域生

活支援センター等を中心に地域への

生活移行に向けて地道な取り組みを

行っており、障がいがあっても地域

で助け合って生活するための施策の

さらなる充実を求める。 

 精神科病院からの地域生活移行に

ついては、保健相談所や総合福祉事

務所、障害者地域生活支援センター

等の関係機関が連携し、引き続き支援

していきます。 

 なお、病棟転換型居住等施設につ

いては、あくまでも地域移行を支援す

るための方策の選択肢の一つと捉えて

います。 

○ 

１０６ 

 障害者基礎調査結果では、健康管

理や医療で困っていることの上位に

「休日・夜間の相談や治療をしてくれ

る医療機関が少ない」があげられてい

る。区だけで解決できる問題ではない

と思うが、情報発信だけでも取り組ん

でほしい。 

 区では、ホームページにおいて休日

急患診療所や休日診療当番医療機関

など、休日医療機関のご案内を行って

おります。また、東京都医療機関案内

サービス「ひまわり」が、都内の休日夜

間医療機関についてホームページま

たは電話でご案内しています。 

□ 
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⑷ 第四期障害福祉計画 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１０７ 

 「障害福祉計画策定に係る国の基

本指針」に従った数値目標について、

現在の目標のままだと、ある一定の人

数が移行すれば目標が達成されたこ

とになってしまう。 

 目標は、測定可能かつできる限りあ

いまいさを排除して設定すべきで、障

害者ならびに家族の満足度を加え

た、区独自の目標とすべきである。 

 事業評価の一つの指標として満足度

の把握は重要なことであり、区では、さ

まざまな事業において利用者の満足

度調査を行っているところです。 

 一方で、満足度は主観的なものを多

く含むため、施策の目標設定には馴

染まないものと考えます。 

 このため、練馬区の障害福祉計画で

は国の基本指針に沿った目標設定の

みとします。 

○ 

１０８ 
「地域生活支援拠点」とは、どのよう

な内容か、具体的に教えてほしい。 

 国は、平成２７年度中に地域生活支

援拠点のモデル事業を行う予定です。

この後、具体的な実施内容等が明らか

になると考えます。 

 概要としては、入所施設やグループ

ホームが入所者への支援を行うだけで

なく、地域の困難を抱えた方への生活

上のコーディネートを合わせて実施す

る事業であり、その拠点ととらえていま

す。 

○ 

１０９ 

 区の提供するサービスが、ニーズと

量､質とも合ってない。特に、今回の

第四期障害福祉計画に謳う 3 つの目

標（平成 29 年度施設入所者数、地域

生活支援拠点の整備 1 カ所、一般就

労移行者数）の根拠を示してほしい。 

 障害福祉計画における３項目の目標

は、国の示す障害福祉計画策定にあ

たっての基本指針に基づいて設定す

るもので、地域生活支援の一つの指標

となっています。 

 なお、これらを含めた地域生活支援

については、第４章までにその考え方

等は記載しています。 

○ 

１１０ 

 26 年度の数字がまだ確定していな

い中ではあるが、27 年度の障害福祉

サービス等の見込み量が控えめな数

字になっているように思われる。意欲

的な数字をあげてほしい。 

 障害福祉サービス等の需要見込み

は、これまでの３か年の利用実績を踏

まえて推計しています。今後、26 年度

の実績を精査し、改めて推計を行いま

す。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１１１ 

 民間「計画相談支援」事業所の拡充

について、過去 3年（平成 24 年度～

26 年度）の目標と実績が大幅に乖離

している。現行計画の検討をしっかり

とすべきである。 

東京都障害者計画・第四期障害福

祉計画の策定に向けた提言書では、

東京都全体でサービス等利用計画が

順調に進んでないのは、①都が育成

すべき｢相談支援専門員｣の育成・供

給が計画通りに進んでないこと、②人

材の確保・定着や計画的な人材育成

が難しいこと、③現行制度では、職員

のキャリアアップの応じた処遇改善を

実質的に評価する仕組みがないこと、

の３項目をあげている。 

サービス等利用計画作成数が目標

値と大きく乖離している理由としては、

計画相談支援事業所数が足りずサー

ビス等利用計画作成のための基盤整

備が整わなかったことがあげられま

す。 

相談支援専門員の確保が難しいこ

とも大きな要因ですが、新しい制度で

あるサービス等利用計画作成に参入

することは、事業者としてはさまざまな

不安から躊躇することも大きいと思わ

れます。 

この現状を踏まえ、事業所数の増

と、相談支援のスキルアップを図る、ケ

アマネジメント体制の強化に取り組ん

でいくこととしました。 

○ 

１１２ 

 予算上の観点から、第三期障害福

祉計画の実施状況と、今後の見通し

について教えてほしい。 

 現計画では、各サービス共に、利用

量は上昇しています。障害福祉サービ

スに関する 26 年度当初予算は約 81

億円です。今後の障害福祉サービス

の利用見込量は、現計画に基づいた

実績を踏まえて算定しています。 

○ 

１１３ 

 日常生活用具等給付事業は時代に

即した給付になっているのか。ＩＴを活

用した日常生活用具等を給付できる

ようにしてほしい。 

日常生活用具の給付種目におい

て、障害のある方がパソコンを容易に

使用できるための必要な周辺機器、ア

プリケーションソフト等を「情報通信支

援装置」として給付しています。 

 また、日常生活用具の種目や給付基

準等については、障害のある方のご意

見も参考にさせていただきながら、毎

年検討しています。 

□ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１１４ 

 緊急通報システムと火災安全システ

ムの件数が極端に少ないが、区内の

障害者数に応じた適正な数字なの

か。利用条件を厳しくして排他してい

るのではないか。 

緊急通報システム、火災安全システ

ムともに、よりこの事業の必要度が高い

方を対象としています。このため、利用

件数は少なくなっていますが、適正な

事業執行を行っていると考えます。窓

口等でのご相談、障害者福祉のしおり

などにより、必要な方に事業をご利用

いただけるよう努めています。 

□ 

 

⑸ 計画推進のために 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１１５ 

 全体的な計画の形骸化されたチェッ

クではなく、詳細を監督する方法、チ

ェックする方法、特に重点を置くべき

は支援者の行動等のチェックである。

ニュースで障害者にセクハラしたなど

というものを見ると定期的にヒアリング

していないのかと思う。既に予防措置

もとられていると思うが、監督責任は

誰にあるのか良く分からない。 

 障害福祉サービス事業所等の従事

者に対する管理監督の責任は、事業

を運営する法人等にあります。区や都

においては、障害者総合支援法等の

関係法令に基づき、必要な検査や指

導を行い適切な運営の確保に努めて

います。 

□ 

１１６ 

 計画の進捗管理についての手段に

関して、もれなく区民周知に努められ

る趣旨が載っている。計画の周知と理

解に“区ホームページ等を活用し”と

あるが、ホームページを活用できない

者への配慮も併記してはいかがか。 

 計画の点検・評価結果等について

は、区ホームページだけでなく、障害

者団体等へ説明の機会を持つなど、さ

まざまな方法で行っていきます。 

 なお、次期障害者計画の記述は、で

きるだけ簡潔な表現としているため、

「区ホームページ等」の記載となってい

ます。 

○ 

１１７ 

 ＰＤＣＡにより点検する際に、「いき

がい」のような抽象的なものの数値目

標をどうするかについても、生かして

ほしい。 

 「いきがい」は大切な視点と考えてお

りますが、数値などによる点検には馴

染まない面があります。 

 今後、計画の改定にあたって、障害

のある方などへの丁寧な聴き取りを行

うなどの方法で、把握に努めます。 

○ 
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番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１１８ 

 素案の作成が遅いので、第五期障

害福祉計画（平成30年度から平成32

年度）を策定する際はもっと早めにヒ

アリングを実施し、素案を早めに公開

してほしい。 

 次の計画を策定する場合、現行計画

の進捗状況の把握・分析も重要です。 

 早期に素案作成することで、実態を

十分に踏まえずに計画策定する恐れ

もあります。次期障害者計画素案の公

表時期は、適切であると考えます。 

○ 

１１９ 

 素案を叩き台として、意見交換会を

練馬・光が丘・中村橋・石神井公園・

大泉学園・関町の６ヶ所で平日午前・

午後・夜間、土日祝午前・午後・夜間

の各６回、計３６回開催して、多くの人

の意見を聞く機会を設けてほしい。 

 次期計画策定にあたっては、障害者

基礎調査や障害者団体へのヒアリング

などを踏まえて策定しています。また、

計画素案の説明会を４回開催するな

ど、十分にご意見を聴く機会を設けて

いると考えます。 

○ 

 

⑹ その他 

番号 意見の内容 区の回答または考え方 対応 

１２０ 

全ての漢字にルビをふって欲しい。

知的障害者等にも分かるような文章

表現にしてほしい。 

 次期障害者計画の冊子では、漢字

にルビをふることは予定していません。 

 ルビをふることや文章表現をより簡易

なものにすることは、今後検討していき

ます。 

△ 

１２１ 

 補装具は、高機能の補聴器を購入

する場合に自己負担額が大きすぎる

ので、給付上限金額を撤廃して原則

１割負担で済むようにしてほしい。 

 補装具費の支給は障害者総合支援

法に基づくもので、基準の額等は国が

定めているものです。基準への区独自

の上乗せはありません。 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


